高梁市中小企業設備近代化資金利子補給金交付要綱（取扱内規）
平成１６年１０月１日
　（目的）
第１条　この要綱は、高梁市補助金等交付規則の規定による補助金等の名称等を定める規程（平成１６年高梁市告示第３号。以下「規程」という。）に定める「中小企業近代化資金利子補給金」（以下「補助金」という。）を交付することに関し必要な事項を定め、もって市内の中小企業の振興を図ることを目的とする。
　（定義及び交付対象）
第２条　規程の本則の表中補助金の項交付の相手方欄において「中小企業者又は中小企業団体」とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者、中小企業者の団体をいい、「別に定める要件に該当する者」とは資本の額又は出資の総額が３，０００万円以下の法人並びに常時使用する従業員の数が２００人（商業又はサービス業を主たる事業とする事業者については、３０人）以下の法人及び個人をいう。
２　規程の本則の表中補助金の項交付の対象となる事務又は事業の内容欄において「制度資金」とは、国及び県が中小企業設備近代化又は高度化を促進するために実施している融資をいう。ただし、市内に設置又は存在する設備、施設等に対する融資に限る。
　（利子補給の額及び期間）
第３条　規程の本則の表中補助金の項補助金等の額又は率欄に規定する「年間利子」とは、前条に規定する制度資金の借受者が金融機関の定める償還方法に基づき当該年の１月１日から１２月３１日までに取扱金融機関へ支払った年間の利子をいい、交付する利子補給金の額は、年間利子の２分の１以内とする。
２　前条に規定する制度資金と事業の運転資金の融資を併用して受けている者にあっては、交付の対象となる制度資金の元金を融資元金総額で除して得た割合を前項の利子補給の額に乗じて得た額とする。
３　利子補給期間は、最初の利子支払月から６０箇月以内とする。
　（金融機関）
第４条　利子補給の対象となる借入金融機関は、次に定める金融機関とする。
(１)　株式会社日本政策金融公庫
(２)　商工組合中央金庫 
(３)　上記以外の政府関係金融機関
(４)　岡山県信用協会保証付融資をする金融機関
　（交付申請）
第５条　利子補給の交付を受けようとするものは、高梁市中小企業設備近代化資金利子補給金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、毎年１月末日までに市長に提出しなければならない。
(1) 償還予定表等償還計画を明らかにする書類
(2) 市税について未納のないことの証明書
(3) その他市長が必要と認める書類
　（交付決定等）
第６条　市長は、前条の規定により、利子補給金交付申請書の提出があったときは、当該申請書を審査し、適当であると認めたときは、利子補給金の交付を決定し、高梁市中小企業設備近代化資金利子補給金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。
２　市長は、前項の審査の結果、補助金を交付しないことを決定したときは、高梁市中小企業設備近代化資金利子補給金不交付決定通知書（様式第３号）により、その理由を付して当該申請者に通知するものとする。
　（請求及び支払）
第７条　前条の規定により利子補給金の交付決定通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、市長に対して利子補給金の支払を請求するものとする。
２　市長は、前項の規定により請求書を受理したときは、速やかに交付決定者に対して利子補給金を支払うものとする。
　（交付決定の取消し等）
第８条　市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、利子補給金の交付の決定を取り消し、既に交付した利子補給金の全部又は一部の返還を命じることができる。
(1)　高梁市補助金等交付規則又はこの要綱の規定に違反したとき。
(2)　虚偽その他不正な手段により利子補給金の交付決定を受けたとき。
(3)　前２号に掲げるもののほか、市長が不適当を認めるとき。
　
（その他）
第９条　この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則

　（施行期日）
１　この要綱は、平成16年10月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱の施行の日の前日までに、合併前の有漢町中小企業設備資金利子補給規則（昭和53年有漢町規則第14号）、成羽町中小企業設備近代化資金等利子補給条例（昭和44年成羽町条例第18号）又は備中町商工業活性化資金利子補給規則（平成14年備中町規則第23号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの要綱の相当規定によりなされたものとみなす。

３　この要綱の規定にかかわらず、平成17年10月31日までは、なお従前の例による。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、平成17年11月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱の施行の日の前日までに、高梁市中小企業設備近代化資金利子補給要綱（取扱内規）（平成16年10月１日制定）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、なお従前の例による。

　　　附　則
この要綱は、平成21年４月１日から施行する。

　　附　則

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。

　　附　則
この要綱は、平成28年３月29日より施行し、平成27年４月１日から適用する。
　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、令和４年２月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱の施行の際、この要綱による改正前の要綱の規定により作成された様式による用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。
　　　附　則
この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

